
Ⅻ．2017年（平成29年）度　会合開催状況

１.幹事懇談会開催一覧

（敬称略、役職は開催当時）

●2017年（平成29年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

1 4月7日 新宅祐太郎 テルモ 取締役顧問 グローバル展開と人材戦略

2 6月2日 程　　近智 アクセンチュア  取締役会長 デジタル革命の本質の理解と持つべき視点

3 7月7日 田中　能之 デュポン  取締役社長
Sustainability 経営の一例～アメリカ企業
デュポンは何を考えたか

4 9月1日 間下　直晃 ブイキューブ  取締役社長ＣＥＯ
働き方改革。優秀な人材を確保する為に
まずトップから

5 10月6日 市川　　晃 住友林業  取締役社長 日本国内の山林の現状と住友林業の取組み

6 11月6日 髙島　宏平
オイシックスドット大地
               取締役社長

ビジネスの手法で 社会を良くする取組み

7 12月1日 川名　浩一 日揮　取締役副会長 エンジニアリングが世界を創る

●2018年（平成30年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

8 2月2日 山口　栄一 エージーピー　取締役社長
日本を取り巻くアジア諸国における空港
政策と将来像について

9 3月2日 武藤　光一 商船三井　取締役会長 海運あれこれ



２．会員セミナー開催一覧

（敬称略、役職は開催当時）

●2017年（平成29年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

1 4月11日 石井菜穂子
地球環境ファシリティ（ＧＥＦ）
ＣＥＯ 兼  議長

地球環境の持続可能な発展を実現させるた
めに何をすべきか

2 5月12日 中山　俊宏
慶應義塾大学　総合政策学部　教授 シリーズ：これから世界はどうなるのか‐米国編‐

トランプ政権と日米関係：選択と拘束

3 5月26日 田中　浩也
慶應義塾大学　環境情報学部　教授

ものづくりのデジタル化によるQOLの向上

4 6月1日 入山　章栄
早稲田大学大学院　経営管理研究科
准教授

世界の経営学から見たイノベーション創出
への視座

5 6月14日 伊藤さゆり
ニッセイ基礎研究所　経済研究部
上席研究員

シリーズ：これから世界はどうなるのか‐欧州編‐
分裂の危機深まる欧州の政治・経済の動きと日本経
済への影響

6 7月25日 西濱　徹
第一生命経済研究所　経済調査部
主席エコノミスト

シリーズ：これから世界はどうなるのか‐新興国編‐
世界の成長センター、新興国を取り巻く地殻変動

7 9月12日
Franz

Waldenberger
ドイツ日本研究所　所長

日本の生産性を高めるために何が必要か
－ドイツからの示唆－

8 10月3日 山口　文洋

リクルートホールディングス　執行役員　兼
リクルートマーケティングパートナーズ
取締役社長

テクノロジーが変える教育の未来

910月27日 西野　嘉章
東京大学総合研究博物館　特任教授、

インターメディアテク館長

「文化芸術立国2030」への提言
－「モバイルミュージアム」の実践を踏まえて

10 11月1日 伊藤　真
弁護士、伊藤塾塾長 改めて、憲法を考える

　～今年は憲法施行70年～

1111月22日 関　志雄
野村資本市場研究所
シニアフェロー

中国　未完の経済改革
 二期目の習近平政権の政策課題

12 12月7日 中前　忠 中前国際経済研究所　代表 経済ナショナリズムが変える成長モデル

1312月12日 金田　秀昭 日本国際問題研究所 客員研究員
今そこにあるミサイル脅威…
日本の対応策：５Ｄの推進

●2018年（平成30年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

14 1月19日 西岡　靖之
法政大学　デザイン工学部
システムデザイン学科　教授

第４次産業革命で日本企業は生き残れるか？
（勝つための処方箋）

15 2月14日 大聖　泰弘
早稲田大学研究院 特任研究教授
（名誉教授）

次世代自動車の技術と普及に関する
将来展望

16 2月27日 山田　誠二 国立情報学研究所 教授
人工知能AIの現在と変わる社会、
ビジネス

17 3月19日 中島　厚志 経済産業研究所　理事長
世界経済の変化を読む～そこから見える
市場動揺の意味と日本の課題～

18 3月27日 小笠原清基
小笠原流・小笠原教場 理事長、
日本文化継承者協会 代表理事 継承していくとは



 ３.産業懇談会14グループ開催一覧 （敬称略、役職は開催当時）
(＃網掛けは、見学会・懇談会）

計866名 世話人 2017年4月

１火
世界戦争の時代
―2017年のイスラムと世界

休会 関ヶ原から見る現代

メンバー 德川記念財団

60名 理事　徳川　家広

１水
ＩＢＭの経営変革と、次世代情報技術が
もたらす新たな社会

休会 生物多様性と北京情報

メンバー 日本アイ・ビー・エム 三井住友海上火災保険

73名 副会長　橋本　孝之 シニアアドバイザー　秦　喜秋

１木
高速道路の現状とＮＥＸＣＯ東日本の
取り組み

休会
NOMURA≠野村證券≠男性社会
～野村グループの信託銀行として

メンバー 東日本高速道路 野村信託銀行

82名 取締役兼専務執行役員　遠藤　元一 執行役社長　鳥海　智絵

２火 アメリカと中国とトランプ
ゴルフ会員権業界の現状と展望
～趣味の効用～

プライベート・エクイティの現状と
役割、今後の展望について

メンバー ジャーナリスト 桜ゴルフ

51名 松尾　文夫 代表取締役　佐川　八重子

２水
非金融系Ｍ＆Ａアドバイザリーは見た！
Ｍ＆Ａ失敗の本質

持続的成長への挑戦
～自己変革できる企業の要諦

メンバー ＧＣＡ デロイト トーマツ コンサルティング

84名 代表取締役　渡辺　章博 パートナー　松江　英夫

２木 皇室を守った親子の物語
日本経済の動向とマイルド
だが長引いたデフレの背景

日本の物流業界における現状や
課題、今後の展望

メンバー ジェイビル・サーキット・インク リコー ヤマトホールディングス

55名 コーポレート名誉顧問　鎌田　勇 執行役員　神津　多可思 取締役会長　木川　眞

２金
世界の巨大銀行を取り巻く諸情勢と今後
の課題―50年に及ぶ国際金融市場での
経験を踏まえて―

ガバナンスとグループ経営…20年間
の問いと学び

デジタル変革とIT産業の動向

メンバー ＪＰモルガン証券 イオン ＥＭＣジャパン

　　50名 シニア・アドバイザー　森口　隆宏 特別顧問　山梨　広一 取締役社長　大塚　俊彦

３火 日本人の精神に宿る動物観 先人に学ぶ　危機に強い生き方 トランプ政権の行方

メンバー 日本オオカミ協会 作家 笹川平和財団

63名 副会長　石川　裕一 北　康利 特任研究員　渡部　恒雄

３水
日本の資産運用の課題と金融改革の
行方

トランプ政権と世界
官民ファンドとしての振り返りと今後
のチャレンジ

メンバー セゾン投信 産業革新機構

68名 取締役社長　中野　晴啓 取締役会長ＣＥＯ　志賀　俊之

３木 父・井上ひさしの想いを継いで
日本貨物鉄道の現状、課題と
取組み

ガレのジャポニズム

メンバー 劇団こまつ座 日本貨物鉄道 キッツ 名誉最高顧問 清水 雄輔

50名 代表取締役社長　井上　麻矢
取締役社長兼社長執行役員
田村　修二

北澤美術館主席学芸員　池田　ま
ゆみ

４火 Chapter11による企業再生
健康経営におけるアイコスの役割
－実践事例のご紹介

倫理としてのCSRから戦略としての
ESGへ

メンバー コダック フィリップ　モリス　ジャパン 大和総研調査本部

55名 代表執行役員社長　藤原　浩 職務執行役　副社長　井上　哲 主席研究員　河口　真理子

４水
AXA ジャパン －ペイヤー (保険者) から
パートナーへ－

最新のアートマーケット情報に
ついて

実業と虚業の間で

メンバー アクサ生命保険　 日動画廊 松井証券

55名 取締役執行役兼ＣＦＯ　住谷　貢 専務取締役 長谷川  暁子 取締役社長　松井　道夫

４木
世界に広がるトランプ現象 〜ヨーロッパ
のポピュリズムを考える〜

日本企業と外資系企業の違い フィンテックとデジタルイノベーション

メンバー 第一生命経済研究所 タカラトミー アフラック

48名
経済調査部　主席エコノミスト
田中　理

取締役社長兼ＣＥＯ　Ｈ．Ｇ．メイ シニアアドバイザー　木下　信行

４金
リクルートグループの働き方変革に
ついて

機関投資家から見た日本市場 統計学・統計検定のすすめ

メンバー リクルートホールディングス タワーズワトソン 千葉大学・大学入試センター

72名 取締役専務執行役員　草原  繁 取締役社長　大海　太郎 名誉教授　田栗　正章

大塚良彦
稲野和利
宇治則孝

梶川　融
山本謙三
髙島幸一

飯塚哲哉
長江洋一
橋本政昭

内田士郎
石井 　茂
内永ゆか子

平野通郎
小林英三
永田勝志

江幡真史
鰐渕美惠子
守田道明

岡田民雄
中瀬雅通
安田育生

東京大学大学院
法学政治学研究科
教授　藤原　帰一

降洋平
鈴木雅子
藤岡　誠

門脇英晴
神山治貴
竹井英久

清水修一郎
増渕　稔
滝　哲郎 カーライル・ジャパン・エルエルシー

マネージングディレクター 日本代表
山田　和広

高岡浩三
湯川智子
東條　洋

羽田クロノゲート見学会

懇談会
ロイヤル
パークホテ
ル ザ・羽田

武藤英二
北原義一
中野祥三郎

船津康次
安田結子
日高信彦

富田純明
髙橋直樹
前田忠昭

夕食懇談会
ホテル
ニュー
オータニ

2017年5月 2017年6月

同志社大学大学院
グローバルスタディーズ研究科
教授　内藤　正典



 ３.産業懇談会14グループ開催一覧 （敬称略、役職は開催当時）
(＃網掛けは、見学会・懇談会）

計866名
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（８月休会） 2017年10月

江戸城天守再建
首都直下地震が起これば、わが国
は衰退する

自動運転が引き起こすモビリティ革命の
本質

江戸城天守を再建する会 関西大学　社会安全学部 オートインサイト

会長　太田　資暁 特別任命教授　河田　惠昭 代表　鶴原　吉郎

超高齢社会の課題と街づくりへの
対応

「力の大真空」と日本の安全保障～朝鮮
半島と南シナ海の行方を占う～

野村不動産ホールディングス キヤノングローバル戦略研究所

取締役社長グループCEO
沓掛　英二

研究主幹　宮家　邦彦

自動車開発の現状と今後
～東京アールアンドデーの過去・
現在・未来

ポスト東京オリンピック・パラリンピック
の日本の課題は何か

集団給食業界と馬渕商事のご紹介

東京アールアンドデー みずほ総合研究所 馬渕商事

取締役副社長  金子 明夫 チーフエコノミスト　高田　創 取締役会長  馬渕　祥宏

市場大改造
「生きる」を創る保険会社としての社
会貢献　－小児がんの子供たちへ

役員の安全対策と反社会勢力に対する
実践的対応

ダイナ・サーチ アフラック 藤田観光

代表　石塚　しのぶ 常務執行役員　久保　理子 安全対策部長兼秘書室長　井家　良尚

教育のプロが実践している
アルバイト人財育成メソッド

マネジメントとしてTaxにどう向き合うか
制約理論を使って会社再建 ７年間増収
増益

東京個別指導学院 ＰｗＣジャパン ユニフロー

取締役社長　齋藤　勝己 顧問　鈴木　洋之 取締役社長　石橋　さゆみ

健康経営に向けた取り組み
サウジの変化と中東地政学、石油市場へ
の影響

日本航空 日本経済新聞社

常務執行役員　清水　新一郎 編集局 コラムニスト　脇　祐三

美と平和の国際親善
世界のトップリーダー1,000人の
インタビューから見えてきたこと

テクノロジーによるモビリティの変革

ミス・パリ Forbes JAPAN Uber Japan

代表取締役　下村　朱美
副編集長兼WEB編集長
谷本　有香

政府渉外・公共政策担当部長
安永　修章

日本を狙うサイバースパイ活動の実
態～日本年金機構に侵入した攻撃
グループの手口と素性～

食と健康～いつまでも若く元気で～ 再生可能エネルギーの未来

キッコーマン総合病院 自然電力

院長　久保田　芳郎 代表取締役　磯野　謙

江戸時代の遺産
新輸送システム
（コンプライアンスの遵守）

事業承継型Ｍ＆Ａの実態

徳川記念財団 滋賀近交運輸倉庫 ストライク

理事長　徳川　恒孝 取締役会長　山田　普 代表取締役　荒井　邦彦

後から来る者のために
惟神（かんながら）に悟った
松下幸之助翁

KKRホテル 椿大神社

日本料理顧問　川口　正信 宮司　 山本　行恭

①日・米・英-三つの教育システムを
通して学んだこと②英エコノミスト誌
の強み

リコーグループのコーポレート･ガバナ
ンス改革について ーリコーグループ
のご紹介を兼ねて

保険業界の動向とデジタルへの対応

ジャーナリスト リコー 損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険

近藤  奈香 取締役会議長　稲葉　延雄 取締役社長　髙橋  薫

ＮＴＴグループのエネルギーに関す
る取組み

動物用医薬品業界の世界トップ10企業を
目指して

ＮＴＴファシリティーズ 共立製薬

取締役相談役　筒井　清志 取締役副社長　藤田　和宏

休会
少子化時代
～結婚相談サービスの事業意義～

IBJ

取締役社長　石坂　茂

休会
伝統文化に学ぶ経営の極意
―京都花街の事例―

京都女子大学

教授　西尾　久美子

ＡＮＡ羽田空港オペレーションマネジ
メントセンター及び機体工場見学会

夕食懇談会
羽田エクセ
ルホテル
東急

大林組技術研究所見学会

夕食懇談会
東京ディズ
ニーシーレ
ストラン

オリエンタルランド
「ディズニーアカデミー」見学会

夕食懇談会

東京スカイツリー見学会

マクニカ・富士エレホールディングス
取締役社長　中島　潔／マクニカ
ネットワークス 　セキュリティ研究セ
ンターセンター長　政本　憲蔵

印刷博物館見学会

運営委員会

羽田クロノゲート見学会

14グループ
合同懇談会
(暑気払い)

明治
記念館

2017年7月 2017年9月



 ３.産業懇談会14グループ開催一覧 （敬称略、役職は開催当時）
(＃網掛けは、見学会・懇談会）
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アフリカ諸国から見た中国と北朝鮮 2018年の日本経済展望 休会

第一生命経済研究所

首席エコノミスト　永濱　利廣

Amazonの成長とイノベーションに
ついて

社会変化と大塚家具の取り組み
～暮らしのソリューション提案企業を
目指して～

休会

アマゾンジャパン 大塚家具

バイスプレジデント　渡部　一文 取締役社長　大塚　久美子

世界170ヶ国を巡って 金融政策の正常化と内外経済 休会

日比谷パーク法律事務所 野村総合研究所

代表弁護士　久保利　英明
エグゼクティブ・エコノミスト
木内　登英

休会

チーフエコノミスト　菅野　雅明

職業・社会体験施設「キッザニア」の
ビジネスモデル

経営者の知財戦略 休会

ＫＣＪ ＧＲＯＵＰ 日栄国際特許事務所

取締役社長兼ＣＥＯ　住谷　栄之資 弁理士・学術博士・会長　森　哲也

出版業界の現状と今後 我が国の宇宙開発戦略の展望
ＡＩと共存する未来、そのために求め
られる変革

集英社 京都大学 生存圏研究所 野村総合研究所

取締役社長  堀内　丸恵 教授  山川 宏 上級コンサルタント　上田  恵陶奈

コグニティブ時代のIT基盤で切り拓く
新たな未来

休会

日本アイ・ビー・エム

専務執行役員　武藤　和博

世界の知財＆イノベーションデータに
よる未来把握と未来創造（事業創造）

休会

アスタミューゼ

取締役社長　永井　歩

日本銀行見学会 休会

日本銀行

副総裁　中曽　宏

人生100年時代における社会貢献 コミュニケーションアートの役割 休会

日本ファンドレイジング協会 アーティスト

代表理事　鵜尾 雅隆 五十嵐　靖晃

会計監査とトラストビジネスの将来 休会

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

執行役副代表　木内  仁志

IT産業の変遷とAIによる新しい価値
創造

IoT時代における事業ドメインと会社
の再定義

休会

日本アイ・ビー・エム 東京理科大学大学院

取締役副会長　下野　雅承 教授  若林　秀樹

東京100万年の秘密３Ｄ立体模型 技術革新を社会革新にするために 休会

地球科学可視化技術研究所 日本レジストリサービス

所長　芝原　暁彦 取締役社長　東田 幸樹

ICT時代の「現場指向企業」
－地上戦と空中戦

休会 2018年 内外経済・マーケット分析

東京大学大学院 みずほ証券

経済学研究科 教授　藤本　隆宏
チーフマーケットエコノミスト
上野　泰也

忘年懇談会
赤坂プリン
スクラシック
ハウス

新年懇談会
霞山会館

築地本願寺見学会

運営委員会

新年合同
懇談会
パレス
ホテル

中外製薬 浮間工場見学会

新年懇談会
 LEVELL
XXI

迎賓館見学会

運営委員会

夕食懇談会
蕎麦
よし田

新年合同
懇談会
パレス
ホテル

新年合同
懇談会
パレス
ホテル

運営委員会

運営委員会
新年懇談会
東京
倶楽部

日生劇場見学会

2018年金融経済展望
-世界経済の同時拡大はいつまで続くか-
-日銀：金融政策と金融システム安定のジレンマ-

三井物産戦略研究所 国際情報部
欧露・中東・アフリカ室長
白戸　圭一

2017年11月 2017年12月 2018年1月

ソニーフィナンシャルホールディングス

科学技術立国日本の再構築

経営共創基盤 パートナー・取締役
マネージングディレクター 斉藤 剛
文部科学省 科学技術・学術政策局
産業連携・地域支援課長 坂本 修一



 ３.産業懇談会14グループ開催一覧 （敬称略、役職は開催当時）
(＃網掛けは、見学会・懇談会）

計866名

１火

メンバー

60名

１水

メンバー

73名

１木

メンバー

82名

２火

メンバー

51名

２水

メンバー

84名

２木

メンバー

55名

２金

メンバー

　　50名

３火

メンバー

63名

３水

メンバー

68名

３木

メンバー

50名

４火

メンバー

55名

４水

メンバー

55名

４木

メンバー

48名

４金

メンバー

72名

日本企業の持続的成長シナリオ 生産性革命・人づくり革命のめざす所

一橋大学 自由民主党　政調会長　代理

特別任命教授　伊藤　邦雄 参議院議員　片山　さつき

金融の将来
ネットワークカメラの技術が世界を
変える

シティグループ証券 キヤノンマーケティングジャパン

取締役会長　田中　達郎 取締役社長　坂田　正弘

自動運転社会に向けた損害保険会
社の取り組み～群馬大学との社会
実装を目指した取り組みの紹介～

ANAグループの目指すインバウンド
戦略

あいおいニッセイ同和損害保険 全日本空輸

取締役専務執行役員 大川畑 文昭 取締役社長　平子　裕志

日本ワインで地域づくり
～ワインの力を信じて～

韓国による国防力増強の動き
〜防衛産業の役割を中心に〜

９８ＷＩＮＥs合同会社 キヤノングローバル戦略研究所

代表　平山　繁之 研究員    伊藤　弘太郎

建設機械の歴史と将来への展望
スカイマーク株式会社 事業再生と
今後の航空情勢について

日立建機 スカイマーク

代表執行役会長　石塚　達郎 専務取締役　矢口　秀雄

奥役十訓（おくやくじっくん） 労働生産性と高等教育

学校法人 関西学院大学

学長　村田  治

生命は宇宙から来た
裏側から見たアベノミクス
～構造変化する政治と金融政策～

特定非営利活動法人 科学宅配塾 時事通信社

副理事長　餌取　章男 解説委員　軽部　謙介

新しい歴史の見方 エコロジーとエコノミーは両立する

作家 積水化学工業

井沢 元彦 取締役会長　根岸　修史

イタリア経済と日伊関係
近年の標的型サイバー攻撃や
無差別型攻撃をどう防ぐ？

駐日イタリア大使 ＦＦＲＩ

ジョルジョ  スタラーチェ 取締役社長　鵜飼　裕司

小説家の目から見る日本、企業 AI、ロボットに負けない経営

小説家 ワークハピネス

真山　仁 取締役社長　吉村　慎吾

色彩とイメージの旅 情報通信業界の状況

洋画家 ＮＴＴコムウェア

絹谷  幸二 取締役相談役　海野　忍

ダイバーシティの多様性 「人間力」を中心に～日本電設工業

キャタピラージャパン 日本電設工業

執行役員　塚本　恵 取締役会長　江川　健太郎

デジタル時代のデザイン戦略 「宝塚歌劇104年の歩み」あれこれ

NTTデータ経営研究所 東京宝塚劇場

パートナー　三谷　慶一郎 支配人 小川　甲子

イカロス相場の行方
 ～ユーフォリアの胎動～

オリンピックが生み出す愛国心
－日本柔道の宿命と期待－

メリルリンチ日本証券 全日本柔道連盟

チーフＦＸ株式ストラテジスト
山田　修輔

評議員　溝口　紀子

運営委員会

運営委員会

運営委員会

運営委員会

運営委員会

運営委員会

運営委員会

日本芸術文化振興協会
（国立劇場）
顧問　織田　絋二

運営委員会

2018年2月

運営委員会

2018年3月

運営委員会



４.経済懇談会開催一覧

（敬称略、役職は開催当時）

●2017年（平成29年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

1 9月7日 - - 2017年度経済懇談会の活動と運営について

2 9月26日 鈴木  和洋 シスコシステムズ　専務執行役員 シスコシステムズのイノベーション戦略

310月12日 飯豊  　聡
損害保険ジャパン日本興亜
取締役常務執行役員

真に競争力をあげるダイバーシティ
（SOMPOホールディングスを題材として）

410月25日 原田　明久 ファイザー　取締役執行役員 大変革期における企業の経営革新

5 11月7日 清水 新一郎 日本航空　常務執行役員 日本航空の働き方改革

611月21日 中本　祥一 電通　取締役副社長執行役員 電通の現況と働き方改革

712月22日 石坂　典子 石坂産業　代表取締役 マイナスをプラスに変える見せる経営とは

●2018年（平成30年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

8 1月17日 柳川　範之 東京大学大学院　経済学研究科教授 変革期における働き方改革

9 1月23日

10 2月9日 米倉　英一 伊藤忠商事　専務執行役員 伊藤忠商事の働き方改革

11 2月23日 牧浦　真司
ヤマトホールディングス
常務執行役員

異分子から見た宅配クライシスについての
異論

12 3月6日 佐藤 　 建 住友林業　取締役専務執行役員 住友林業の働き方改革

13 3月20日 木村  尚敬
経営共創基盤
ﾊﾟｰﾄﾅｰ・取締役ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

大変革期における企業の経営革新
企業価値向上を目指す真の働き方改革とは

「ソニースクエア」と「Backstage」の視察



５.創発の会開催一覧

（敬称略、役職は開催当時）

●2017年（平成29年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

1 7月26日
橋本 圭一郎
横尾　敬介

塩屋土地　取締役副会長
経済同友会 副代表幹事・専務理事

私と経済同友会活動

2 9月28日 小林　喜光
三菱ケミカルホールディングス
取締役会長

KAITEKI経営とSAITEKI社会

310月30日 馬田　　一 ＪＦＥホールディングス　相談役 持続可能な経営について

411月29日 程　　近智 アクセンチュア　取締役相談役
「プラットフォームビヨンド」
 -日本発のプラットフォーム－

512月26日 市川　　晃 住友林業　取締役社長
地方分権改革への取り組みおよび
日本の林業の現状

●2018年（平成30年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

6 1月24日 秋池　玲子
ボストンコンサルティンググループ
ｼﾆｱ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ&ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾃﾞｨﾚｸﾀー

経済同友会2.0とその実践推進

7 2月21日 峰岸　真澄
リクルートホールディングス
取締役社長兼ＣＥＯ

リクルートの経営

8 3月28日 　2017年度修了式および交流会



６.リーダーシップ・プログラム開催一覧

（敬称略、役職は開催当時）

●2017年（平成29年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

1 7月4日
今年度の
　リーダーシップ・プログラムについて

2 7月25日 岡崎　哲二 東京大学大学院　経済学研究科教授
経済同友会の経済思想と役割
　　　　　　　：その歴史と将来展望

小林　喜光
三菱ケミカルホールディングス
取締役会長

KAITEKI経営とSAITEKI社会

篠辺　修 
ANAホールディングス
取締役副会長

リーダー

創造と変革をもたらすリーダーシップとは

4 9月19日 平野　信行
三菱UFJフィナンシャル・グループ
代表執行役社長 グループCEO

脅かされる持続可能性に
　ビジネスリーダーはどう立ち向かうか

510月10日 宮内　義彦 オリックス　シニア・チェアマン 明日の経営者のリーダーシップ

610月24日 大山健太郎 アイリスオーヤマ　取締役社長 アイリスオーヤマのイノベーション

7 11月6日 長谷川閑史 武田薬品工業　相談役
タケダのグローバル化への挑戦
　　　　　　―変革のリーダーシップ―

811月13日 中西　宏明
日立製作所
取締役会長 兼 代表執行役

事業経営と変化
　　　　～日立グループの取り組みから～

912月18日

●2018年（平成30年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

10 1月16日 櫻田　謙悟
SOMPOホールディングス
グループCEO 取締役社長

VUCAの時代を担う
              次世代リーダーへの期待

11 1月29日 數土　文夫 JFEホールディングス　特別顧問 企業経営と企業統治　～管仲と孔子～

12 2月5日 野路　國夫 コマツ　取締役会長
コマツのモノづくり
～ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業を支える現場力とｺﾏﾂｳｪｲ～

冨山　和彦 経営共創基盤　代表取締役CEO 修羅の時代を勝ち抜くリーダーシップ

志賀　俊之 日産自動車 取締役
ビジネスの常識が根底から変わる、
　　　　　今、経営者が考えるべきこと

社長就任演説

わが社（私）の経営課題について

8月26日
軽井沢
合宿

3

13
3月3日
宮崎合宿

オリエンテーション

メンバーによる個人スピーチ

2003～2017年度メンバー　合同忘年懇談会

メンバーによる個人スピーチ

グループディスカッション



７.ジュニア・リーダーシップ・プログラム開催一覧

（敬称略、役職は開催当時）

●2017年（平成29年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

1 7月10日 今年度のｼﾞｭﾆｱ･ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑについて

2 7月13日 前原　金一 ｼﾞｭﾆｱ･ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 委員長
貞観政要・重職心得箇条に学ぶ
　　　　　　　　　　リーダーシップ

3 7月24日 立石　文雄 オムロン 取締役会長 オムロンの「企業理念経営」

4 9月8日 橘･ﾌｸｼﾏ･咲江
G&S Global Advisors Inc.
取締役社長

新産業革命と今後のキャリア形成

5 9月25日 小林いずみ
ANAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ／みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ／三井物産 社外取締役

コーポレートガバナンス
　　　　　　　　企業の成長のために

610月26日 秋池　玲子
ボストンコンサルティンググループ
ｼﾆｱ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ&ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾃﾞｨﾚｸﾀー

不確実な環境下での持続的成長と組織改革

7 12月7日 隅　修三
東京海上ホールディングス
取締役会長

平時の改革・グローバル化
　　　　　　　　　－逆風を追い風に－

山口　香
筑波大学 体育系 准教授
／柔道家 ｿｳﾙｵﾘﾝﾋﾟｯｸ銅ﾒﾀﾞﾘｽﾄ

柔道と人間力
　　　－嘉納治五郎が目指したもの－

●2018年（平成30年）

№ 開催日 講演者 所属先・役職 タイトル

9 1月11日 木川　眞
ヤマトホールディングス
取締役会長

経営理念は行動で示す
　　　　　～私のリーダーシップ論～

10 2月8日 高岡　浩三 ネスレ日本 取締役社長兼ＣＥＯ
21世紀の経営
～マネジメントからマーケティングへ～

11 2月19日 成果発表会（グループ研究発表・個人スピーチ）

812月21日
合同忘年懇談会（2012～2017年度プログラム参加者）

オリエンテーション



 ８．会合別参加人数 (2017年4月1日～2018年3月31日）

会　　合　　名 会合数 参加人数

Ⅰ 代表幹事イニシアティブ【公益目的事業】

1 Japan 2.0検討PT 2 20

同 正副委員長会議 5 36

2 経済同友会2.0を実践推進するPT 10 117

同 懇談会 1 11

One JAPANとの共創ワークショップ 1 33

3 諮問委員会 8 200

4 改革推進プラットフォーム 0 0

5 政策審議会 0 0

6 経済情勢調査会 4 102

7 日本の明日を考える研究会 7 87

同 正副委員長会議 3 16

8 政策懇談会 2 10

日本労働組合総連合会（連合）との幹部懇談会 1 26

日本銀行との幹部懇談会 2 42

9 震災復興PT 3 22

同 ミニシンポジウム 1 60

10 マイナンバーPT 5 59

同 正副委員長会議 1 5

11 持続可能な開発目標（SDGs）研究会 4 40

12 政策分析センター 0 0

13 経済研究所 0 0

Ⅱ 政策・調査・行動委員会【公益目的事業】

（１） 経済の豊かさの実現　［Ｘ軸］

1 経営改革委員会 8 325

同 正副委員長会議 5 29

同 会社法制分科会 7 43

2 人材戦略と生産性革新委員会 6 201

同 正副委員長会議 5 33

同 正副委員長懇談会 1 6

3 ビジネスリスクマネジメント委員会 7 128

同 正副委員長会議 3 18

4 物流改革を通じた成長戦略委員会 6 67

同 正副委員長会議 2 14

5 スポーツとアートの産業化委員会 7 148

同 正副委員長会議 2 15

同 正副委員長懇談会 1 7

同 スポーツの産業化検討分科会 0 0

同 アートの産業化検討分科会 2 19

アートバーゼル香港視察 1 5



 ８．会合別参加人数 (2017年4月1日～2018年3月31日）

会　　合　　名 会合数 参加人数

（２） イノベーションによる未来の開拓　［Y軸］

1 先進技術による新事業創造委員会 6 382

同 正副委員長会議 2 9

同 非ＩＴ企業によるデータ・サイエンティスト育成分科会 2 47

同 デジタルマーケティング分科会 0 0

2 新産業革命と規制・法制改革委員会 7 161

同 正副委員長会議 2 18

同 正副委員長懇談会 1 7

3 成長フロンティア開拓委員会 9 180

同 正副委員長会議 4 25

（３） 社会の持続可能性の確保　［Z軸］

1 人口・労働問題委員会 10 331

同 正副委員長会議 6 54

同 正副委員長懇談会 1 10

2 教育改革委員会 7 178

同 正副委員長会議 6 49

3 医療・介護システム改革委員会 9 188

同 正副委員長会議 5 34

4 受益と負担のあり方委員会 6 111

同 正副委員長会議 4 27

5 環境・資源エネルギー委員会 7 177

同 正副委員長会議 3 20

資源エネルギー庁による懇談会 1 68

6 安全保障委員会 6 153

同 正副委員長会議 2 13

外交・安全保障戦略を考える会との懇談会 1 18

7 民主主義・資本主義のあり方委員会 8 243

同 正副委員長会議 2 17

（４） Japan2.0に向けた国家運営の再構築

1 政治・行政改革委員会 6 114

同 正副委員長会議 4 22

2 憲法問題委員会 13 237

同 正副委員長会議 4 18

同 正副委員長懇談会 1 5

（５） 地方創生と地方ネットワークの強化

1 地方創生委員会 6 143

同 正副委員長会議 2 11

梶山弘志　地方創生担当大臣との懇談会 1 19

コマツ視察訪問 1 5

地方創生WG調査 8 75

2 地方分権委員会 6 72

同 正副委員長会議 3 21

同 三重県・四日市市視察 1 21

同 関西広域連合および奈良県内視察 1 22



 ８．会合別参加人数 (2017年4月1日～2018年3月31日）

会　　合　　名 会合数 参加人数

3 地域産業のイノベーション委員会 8 204

同 正副委員長会議 4 26

同 正副委員長懇談会 2 13

同 全体懇談会 1 19

同 岩手県遠野市視察 1 29

同 山口県内各地視察 1 34

同 富山県内各地視察 1 30

4 地方における新事業創造PT 4 54

同 正副委員長会議 1 6

同 神戸医療産業都市視察 1 7

＜その他事業＞

5 高知県との連携プロジェクト

知事との懇談 3 60

高知県との連携プロジェクト視察ツアー 1 51

高知県と経済同友会及び土佐経済同友会との協働プロジェクト推進委員会 2 21

林業・CLT専門部会 10 100

同 林業関連事業視察 1 12

6 全国経済同友会　地方行財政改革推進会議 0 0

同 分権改革委員会 0 0

7 各地経済同友会との意見交換会

仙台経済同友会主催「復旧・復興支援感謝の夕べ」 1 42

熊本県知事との懇談、熊本経済同友会幹部との意見交換 1 23

福井経済同友会幹部との意見交換および福井県訪問 1 38

東西懇談会（関西経済同友会との幹部懇談会） 1 20

（６） グローバル化と海外ネットワークの強化

1 国際関係委員会 8 466

同 正副委員長会議 2 13

グローバル化と海外ネットワークの強化委員長会議 2 14

経済連携タスクフォース 5 56

2 米州委員会 6 54

米国派遣ミッション 2 3

3 欧州・ロシア委員会 10 103

4 中国委員会 6 47

中国委員会ミッション 1 7

5 アジア委員会 7 34

第43回日本・アジア経営者会議（AJBM)　準備会合 1 34

第43回日本・アジア経営者会議（AJBM) 1 191

6 中東委員会 7 114

7 アフリカ委員会 8 61

同 懇談会 1 9

同 ワーキンググループ 3 44

同 ワーキンググループ懇談会 1 10

同 米国ミッション 1 5

駐アフリカ各国日本大使との懇談会 1 37



 ８．会合別参加人数 (2017年4月1日～2018年3月31日）

会　　合　　名 会合数 参加人数

8 海外提携・協力団体との連携 0 0

9 代表幹事ミッション

代表幹事欧州ミッション 事前勉強会・説明会 1 8

代表幹事欧州ミッション 1 81

（７） 次世代育成・活躍の支援

1 学校と経営者の交流活動推進委員会 1 27

同 正副委員長会議 2 12

同 懇談会 1 17

出張授業 83 179

教育フォーラム 1 197

2 インターンシップ推進委員会 3 100

同 正副委員長会議 5 30

同 正副委員長懇談会 1 6

3 東京オリンピック・パラリンピック2020委員会 4 114

同 正副委員長会議 2 23

同 大会視察 4 30

パラスポーツ運動会 1 173

「アスナビ」トップアスリート就職支援説明会 1 45

Ⅲ 広報および政策広報【公益目的事業】

1 広報戦略検討委員会 4 28

2 同友会政策フォーラム 0 0

3 同友会シンポジウム 0 0

4 記者会見の実施

代表幹事定例記者会見 20 343

総会後記者会見 1 16

年頭記者会見 1 15

提言発表記者会見 11 128

5 メディア関係者との意見交換

主要メディア経済部長と正副代表幹事との懇談会（将友会） 1 26

新副代表幹事と経済団体記者会所属記者との懇談会 3 71

経済団体記者会および経済担当記者との忘年懇談会 1 123

6 夏季セミナー 1 38

7 全国経済同友会セミナー

第30回全国経済同友会セミナー 1 1,253

第31回全国経済同友会セミナー　企画委員会 3 65

8 IPPO IPPO NIPPON プロジェクト 0 0

同 運営委員会 4 52

9 みんなで描くみんなの未来プロジェクト

1 7

2 8

4 4

社会保障フォーラム 1 143

産業教育振興中央会・経済同友会共催　専門高校生徒の研究文・作文コン
クール審査委員会

産業教育振興中央会・経済同友会共催　専門高校生徒の研究文・作文コン
クール審査委員会　受賞高校への訪問

経済同友会・中央公論共催　大学生・大学院生論文コンクール審査委員会



 ８．会合別参加人数 (2017年4月1日～2018年3月31日）

会　　合　　名 会合数 参加人数

Ⅳ 懇談会等【共益事業】

1 会員懇談会 2 7

同 新年会員懇談会 1 6

2 会員セミナー 18 1,917

同 運営委員会 2 17

3 産業懇談会 124 2,952

同 １４グループ世話人会 1 27

同 懇談会 14 247

同 運営委員会 16 111

同 １４Ｇ合同暑気払い 1 166

同 見学会 12 210

4 経済懇談会 17 240

同 世話人会 1 2

同 懇談会 3 49

同 視察 1 17

5 創発の会 8 431

同 正副座長会議 1 8

6 リーダーシップ・プログラム 12 280

同 第１期～第14期 合同懇談会 1 83

7 ジュニア・リーダーシップ・プログラム 10 234

同 合同講演会および合同忘年懇談会 1 66

Ⅴ 会員管理【共益事業】

1 役員等候補選考委員会 6 73

2 会員委員会 11 116

新入会員オリエンテーション 9 132

3 新入会員（2016年度）と幹部との懇談会 1 78

4 会員所属法人担当者向け説明会・懇談会 1 127

Ⅵ 会務【法人事業/法人管理関係】

1 会員総会　※議決権行使を含む 1 936

同 会員懇談会 1 800

2 理事会 4 69

3 幹事会 11 1,269

同 懇談会 1 65

4 幹事懇談会 9 16

5 正副代表幹事会 18 241

スタートアップ・ミーティング 1 24

スタートアップ・ミーティング視察 1 14

1-Day Meeting 1 31

6 終身幹事会 1 15

7 顧問会 0 0

8 財務委員会 3 47

9 全国経済同友会代表幹事円卓会議 1 112

10 全国経済同友会事務局長会議 1 42



 ８．会合別参加人数 (2017年4月1日～2018年3月31日）

会　　合　　名 会合数 参加人数

11 監査役の会合 4 40

会計監査人と監査役との懇談会 1 9

中間監査に関する意見交換会 1 7

Ⅶ 前年度委員会

2016年度　子どもの貧困・機会格差問題部会 1 9

同 明石市長　泉 房穂 氏との昼食懇談会 1 6

2016年度　社会・経済・市場のあるべき姿を考えるPT　懇談会 1 10

2016年度　日本の明日を考える研究会 1 17

2016年度　資本効率の最適化委員会　懇談会 1 7

2016年度　人材の採用・育成・登用委員会　正副委員長懇談会 1 7

2016年度　先進技術による経営革新委員会 2 78

同 正副委員長会議 2 12

2016年度　イノベーション・エコシステム委員会 1 22

同 正副委員長会議 2 12

2016年度　雇用・労働市場委員会 1 14

同 正副委員長会議 1 6

同 正副委員長懇談会 1 9

2016年度　サービス産業活性化委員会 1 19

同 正副委員長会議 1 7

2016年度　新産業革命と社会的インパクト委員会 1 14

同 正副委員長会議 1 8

同 懇談会 1 5

2016年度　教育改革委員会 1 22

2016年度　社会保障改革委員会 3 46

2016年度　政治改革委員会 2 37

同 正副委員長会議 1 6

2016年度　行政・制度改革委員会 3 28

同 正副委員長会議 1 6

2016年度　安全保障委員会 1 13

同 関西経済同友会 安全保障委員会との意見交換会 1 17

黒江哲郎 防衛事務次官による講演会 1 118

2016年度　経済連携委員会 2 16

大洋州諸国の今後の経済連携協定交渉スタンスに関する意見交換 1 21

2016年度　米州委員会 1 42

同 正副委員長会議 1 6

Covington&Burling LLP幹部による講演会 1 17

2016年度　欧州・ロシア委員会 1 10

2016年度　世界情勢調査会 1 28

Ⅷ その他の活動　

1 民間外交交流【公益目的事業】

インディアナ州政府との懇談 1 23

ラトビア共和国首相との懇談会 1 19

2 経済三団体等としての連携活動【公益目的事業】

経済四団体・連合主催「働き方改革労使シンポジウム」 1 550



 ８．会合別参加人数 (2017年4月1日～2018年3月31日）

会　　合　　名 会合数 参加人数

3 経済三団体等としての連携活動【法人事業】

経済三団体新年祝賀会 1 1,800

経済五団体共催ASEAN 経済大臣歓迎昼食会 1 89

4 その他会合【法人事業】

証券取引等監視委員会による講演会 1 76

「日本対がん協会がんサバイバー・クラブ（GSC）活動紹介」説明会 1 70

国際統合報告評議会(IIRC)新CEOとの意見交換会 1 8

特別講演会「アンコール・ワットの保存修復支援と現地人材養成」 1 30

合　計 971 25,395


